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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　質量％で、
　Ｎ：０．０５～０．２５％、
　Ｃ：０．０２％以下（Ｃは必須成分ではなく０％を含む）、
　Ｐ：０．０２％以下（Ｐは必須成分ではなく０％を含む）、
　Ｓｉ：０．５％以下（Ｓｉは必須成分ではなく０％を含む）、
　Ｍｎ：１．２％以下（Ｍｎは必須成分ではなく０％を含む）、
　Ｎｉ：６．０～８．０％、
　Ｃｒ：２４．０～２６．０％、
　（Ｍｏ＋０．５×Ｗ）：３．０～５．０％（但し、Ｍｏ：７．０％以下、Ｗ：６．５％
以下の範囲であり、ＭｏまたはＷのいずれか一方が必須成分でなく、０％であっても良い
）
　Ｔａ：０．２～０．５％を含有し、残部がＦｅ及び不可避的不純物であり、
　下記式で定義される耐孔食指数（ＰＲＥＷ）が４０以上であることを特徴とする二相ス
テンレス鋼。
（ＰＲＥＷ）＝％Ｃｒ＋３．３×（％Ｍｏ＋０．５×％Ｗ）＋３０×％Ｎ
（式中、％Ｃｒ、％Ｍｏ、％Ｗ及び％Ｎは、質量％で表した各組成の値である。）
【請求項２】
　請求項１に記載の二相ステンレス鋼を用いたことを特徴とする二相ステンレス鋼製構造
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物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、二相ステンレス鋼及びこれを用いた構造物に関する。
【背景技術】
【０００２】
　主にフェライト相（α相）とオーステナイト相（γ相）の２相の金属組織から構成され
る二相ステンレス鋼は、高い強度を持ち、且つ塩化物・硫化物環境下での耐孔食性、及び
耐すき間腐食特性に優れている。この特性を利用して、海洋構造物や石油化学工業などの
材料として広く利用されている。しかしながら、製造条件や使用条件により高温に曝され
た場合には、Ｃｒ、Ｍｏ等を主成分とする硬く脆い金属間化合物（σ相、χ相、Ｌａｖｅ
ｓ相）や窒化物・炭化物の脆化相が形成され、靭性が低下することが知られている。
【０００３】
　二相ステンレス鋼では、下記式で表される耐孔食指数（ＰＲＥＷ）が高いほど耐食性が
向上する。
【０００４】
　（ＰＲＥＷ）＝％Ｃｒ＋３．３×（％Ｍｏ＋０．５×％Ｗ）＋３０×％Ｎ
　（式中、％Ｃｒ、％Ｍｏ、％Ｗ及び％Ｎは、質量％で表した各組成の値である。）
　しかしながら、Ｃｒ、Ｍｏ及びＷの含有量が高いほど金属間化合物が析出しやすくなる
。また、Ｎが高いほど窒化物が析出し易くなり、添加量が過剰であると製造時にブローホ
ール発生による欠陥が生じる。
【０００５】
　二相ステンレス鋼の製造工程では、フェライト相とオーステナイト相の相比を適正化す
るため、９５０℃～１２００℃で溶体化熱処理された後、前述の脆化相の析出や４７５℃
脆化を避けるべく溶体化熱処理温度から室温まで水冷等による急冷処置が施される。その
際、薄板や配管などの薄肉材については大きな問題にならないが、大型の構造品で、特に
鋳造や鍛造で作製する厚肉の構造物では、表面と内部の冷却速度の差に起因して、材料内
部で脆化相が析出することから、安定した製造が難しいという課題があった。
【０００６】
　また、溶接による熱影響を受けた場所や、残留応力除去等を目的とした焼鈍でも、前述
の脆化相析出による靭性低下の課題があった。
【０００７】
　これまで、材料組成に着目して、製造時または使用時における脆化相を抑制する手法が
提案されている。
【０００８】
　特許文献１には、耐食性及び機械的性質を劣化させる金属間化合物、例えばシグマ（σ
）相及びカイ（χ）相の形成を抑制することを目的として、重量％で、Ｃｒ：２１．０％
～３８．０％、Ｎｉ：３．０％～１２．０％、Ｍｏ：１．５％～６．５％、Ｗ：０～６．
５％、Ｓｉ：３．０％以下、Ａｌ：１．０％以下、Ｍｎ：８．０％以下、Ｎ：０．２％～
０．７％、Ｃ：０．１％以下；及びＢ：０．１％以下、Ｃｕ：３．０％以下、Ｃｏ：３．
０％以下の少なくとも一種を含有するスーパー二相ステンレス鋼が開示されている。この
スーパー二相ステンレス鋼は、さらにＣａ：０．５％以下、Ｍｇ：０．５％以下、Ｔａ：
０．５％以下、Ｎｂ：０．５％以下、Ｔｉ：１．５％以下、Ｚｒ：１．０％以下、Ｓｎ：
１．０％以下及びＩｎ：１．０％以下からなる群から選択される一種以上の元素を含有す
ることが望ましいことも記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開２０１１－１７４１８３号公報
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【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　特許文献１の場合、窒素の含有量が多いため、窒化物が形成されやすく、添加元素が合
金中に適切に固溶せず、脆化が進行するおそれがある。
【００１１】
　本発明は、二相ステンレス鋼において金属間化合物（σ相、χ相、Ｌａｖｅｓ相）及び
窒化物の形成を抑制し、耐食性、耐脆化性、製造性、溶接性及び熱処理性を向上すること
を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明の二相ステンレス鋼は、質量％で、Ｎ：０．３％以下、Ｃ：０．１％以下、Ｐ：
０．１％以下、Ｓｉ：３．０％以下、Ｍｎ：８．０％以下、Ｎｉ：３．０～１２．０％、
Ｃｒ：２０．０～４０．０％、Ｍｏ：７．０％以下、Ｗ：６．５％以下、Ｔａ：０．０５
～１．０％を含有し、残部がＦｅ及び不可避的不純物であることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によれば、タンタルを含む二相ステンレス鋼に含まれる窒素の量が少ないため、
窒化物の形成を抑制することができる。さらに、これにより、窒化物とならない金属タン
タルが金属間化合物形成元素の拡散を阻害するため、二相ステンレス鋼の耐食性、耐脆化
性、製造性、溶接性及び熱処理性を向上することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１Ａ】従来の二相ステンレス鋼における脆化相形成機構を示す概念図である。
【図１Ｂ】本発明の二相ステンレス鋼における脆化相形成抑制機構を示す概念図である。
【図２Ａ】鍛造した作製材Ａの外観写真である。
【図２Ｂ】鍛造した作製材Ｂの外観写真である。
【図２Ｃ】鍛造した作製材Ｃの外観写真である。
【図３Ａ】作製材Ａの金相観察結果である。
【図３Ｂ】作製材Ｂの金相観察結果である。
【図３Ｃ】作製材Ｃの金相観察結果である。
【図４】８００℃における熱処理時間と残存フェライト量との関係を示すグラフである。
【図５Ａ】８００℃、３０分の熱処理を施した後の作製材Ａの金相観察写真である。
【図５Ｂ】８００℃、３０分の熱処理を施した後の作製材Ｂの金相観察写真である。
【図５Ｃ】８００℃、３０分の熱処理を施した後の作製材Ｃの金相観察写真である。
【図６】溶体化まま及び８００℃、５分の熱処理後におけるシャルピー衝撃値の測定結果
を示すグラフである。
【図７Ａ】比較材である作製材Ａの電子顕微鏡写真である。
【図７Ｂ】図７Ａの分析位置（線分）における矢印方向の各元素の濃度分布を測定した結
果を示すグラフである。
【図７Ｃ】発明材である作製材Ｃの電子顕微鏡写真である。
【図７Ｄ】図７Ｃの分析位置（線分）における矢印方向の各元素の濃度分布を測定した結
果を示すグラフである。
【図８】熱処理前後の残留応力を比較した結果を示すグラフである。
【図９】熱処理前後のシャルピー衝撃試験の結果を比較した結果を示すグラフである。
【図１０】発明材と比較材の孔食発生電位を比較して示すグラフである。
【図１１】発明材を用いて作製した立軸斜流海水ポンプを示す断面図である。
【図１２】発明材を用いて作製した流量調節弁を示す断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
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　本発明は、二相ステンレス鋼及びこれを用いた構造物に関し、より詳しくは、高耐食性
二相ステンレス鋼の製造時（鋳造、鍛造、熱間圧延または溶接の際）、溶接時及び熱処理
時に生成される脆化相（窒化物、炭化物などの析出物、シグマ（σ）相、カイ（χ）相な
どの金属間化合物）の形成を抑えることにより、高耐食性を維持しつつ、より優れた耐脆
化性及び製造性を実現した二相ステンレス鋼及びこれを用いた製品に関する。
【００１６】
　本願は上記課題を解決する手段を複数含んでいるが、その一例として、二相ステンレス
鋼での金属間化合物形成を抑制するため、金属間化合物形成元素の拡散を阻害するＴａを
積極添加することを特徴とする。
【００１７】
　すなわち、質量％で、Ｎ：０．７％以下、Ｃ：０．１％以下、Ｐ：０．１％以下、Ｓｉ
：３．０％以下、Ｍｎ：８．０％以下、Ｎｉ：３．０～１２．０％、Ｃｒ：２０．０～４
０．０％、Ｍｏ：７％以下、Ｗ：６．５％以下で、Ｔａ：０．０５～１．０％を添加した
ことを特徴とするステンレス鋼である。Ｎについては、更に好ましくは、０．３％以下で
ある。
【００１８】
　より好ましくは、Ｔａ添加による効果を損なわないために、Ｎ：０．０５～０．２５％
、　Ｃ：０．０２％以下として、窒化物及び炭化物の形成を抑制することが好ましい。Ｎ
は、０．０５～０．１９％が特に望ましい。
【００１９】
　また、金属間化合物の形成を促進するＳｉは、Ｔａによる拡散阻害が期待できないため
、０．５％以下に軽減することが好ましい。また、耐食性の観点からは耐食性に起因する
元素の範囲を制限し、下記式で定義される耐孔食指数（ＰＲＥＷ）が４０以上を満足させ
ることが好ましい。
【００２０】
　（ＰＲＥＷ）＝％Ｃｒ＋３．３×（％Ｍｏ＋０．５×％Ｗ）＋３０×％Ｎ
　（式中、％Ｃｒ、％Ｍｏ、％Ｗ及び％Ｎは、質量％で表した各組成の値である。）
　すなわち、質量％で、Ｎ：０．０５～０．２５％、Ｃ：０．０２％以下、Ｐ：０．０２
％以下、Ｓｉ：０．５％以下　Ｍｎ：１．２％以下、Ｎｉ：６．０～８．０％、Ｃｒ：２
４．０～２６．０％、Ｍｏ：３．０～５．０％、Ｗ：４．０％以下で、Ｔａ：０．２～０
．５％の範囲にあり、耐孔食指数（ＰＲＥＷ）が４０以上を満足させるスーパー二相ステ
ンレス鋼である。
【００２１】
　上記成分の合金で、鍛造又は鋳造により作製した後、９５０℃～１２００℃の温度で３
０分～２時間の溶体化熱処理を施してオーステナイト／フェライト相比を０．２～０．８
とした二相ステンレス鋼製構造物は、特に構造物の内部における脆化相形成が抑制され、
良好な靭性を持つ製品を提供できる。
【００２２】
　上記成分の合金の構造物として特に有用なものは、海洋構造物や石油・ガス環境構造物
、化学プラント構造物で使用されるポンプインペラ、ポンプケーシング及び流量調節弁で
ある。
【００２３】
　以下、本発明の実施形態について図面を用いて説明する。
【００２４】
　本発明者は、高い耐食性を保ったまま、厚肉の鋳造製品、鍛造製品及び熱間加工品の製
造性及び耐脆化性を向上させるため、金属間化合物及び炭窒化物による脆化相析出抑制技
術について研究した結果、下記のような事実を見出した。
【００２５】
　まず、Ｔａを含まない従来例の脆化相形成機構を説明する。
【００２６】
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　図１Ａは、従来の二相ステンレス鋼における脆化相形成機構を示す概念図である。
【００２７】
　本図において、二相ステンレス鋼は、フェライト相１と、オーステナイト相２と、これ
らの間に形成された粒界３とを含む。フェライト相１においては、金属間化合物を形成す
る元素（金属間化合物形成元素５）であるＣｒ、Ｍｏ、Ｗ等が空孔４を介して拡散し、粒
界３に向かって移動する。
【００２８】
　粒界３を含む粒界領域には、金属間化合物６及び炭・窒化物７（炭化物及び窒化物）が
発生する。これらは脆化相とも呼ばれる。この脆化相が多い場合、材料がもろくなり、耐
食性、耐脆化性、製造性、溶接性及び熱処理性が低下する傾向がある。
【００２９】
　つぎに、Ｔａを含む本発明のステンレス鋼における脆化相形成抑制機構を説明する。
【００３０】
　図１Ｂは、本発明の二相ステンレス鋼における脆化相形成抑制機構を示す概念図である
。
【００３１】
　本図の場合、タンタル原子１１の方が金属間化合物形成元素５よりも空孔４を占有しや
すいため、金属間化合物形成元素５の拡散が阻害される。これにより、粒界領域１２に金
属間化合物形成元素５の窒化物等が生じるのを防ぐことができる。
【００３２】
　金属間化合物６は、σ相、χ相等で構成されており、α相／γ相界面を起点としてα相
側に析出し易いことが知られている。金属間化合物６を構成する元素（金属間化合物形成
元素５）であるＣｒ、Ｍｏ、Ｓｉ及びＷは、金属母材中からα相／γ相界面の結晶粒界に
濃縮し、金属間化合物６として析出する。そのため、これらの金属間化合物形成元素５の
拡散速度を低減できれば、金属間化合物６の析出を遅延することができると考えられる。
これらの元素のうち、Ｃｒ、Ｍｏ及びＷは、ステンレス鋼を構成する元素の平均原子径に
比べて大きな原子半径を有するオーバーサイズ元素であり、金属母材中の原子空孔（空孔
４）との相互作用が強く、空孔４を優先的な拡散経路として移動するとされている。
【００３３】
　このような現象があるため、これらの元素よりも原子半径が大きく、空孔４とより強く
相互作用する元素を添加し、空孔４を添加元素にトラップさせ、金属間化合物形成元素５
の拡散を阻害することが重要となる。これにより、特に、脆化相の析出が問題となる６５
０℃～９５０℃の温度域において金属間化合物形成元素５の拡散速度を低下させることが
できる。この温度域における脆化は、寸法の小さいステンレス鋼（鋼材）の場合、急冷す
ることにより回避することができるが、寸法が大きく鋼材の内部を急冷することが困難な
場合には問題となる。本発明は、この問題について鋼材の組成を調整することにより解決
するものである。
【００３４】
　原子半径の大きな添加元素の候補としてはいくつか考えられるが、一般に、原子半径の
大きい金属元素は、窒化物や炭化物を生成する自由エネルギーが極めて低い。
【００３５】
　熱平衡計算の結果、Ｚｒ、Ｔｉ、Ｈｆ等の窒・炭化物形成能が高い元素を添加した場合
には、特に窒素を添加することにより耐食性を向上させているスーパー二相ステンレス鋼
の場合には、製造時に液相の段階で窒化物を形成し、母相中への固溶が困難である。また
、比較的窒化物形成能の低い元素のうち、Ｎｂはそれ自体が金属間化合物であるσ相に取
り込まれやすい元素であるとされている。
【００３６】
　以上のことから、製造時に金属母相中に固溶させる事が比較的容易で、かつ金属間化合
物として析出し難い、Ｔａを添加元素として選定した。
【００３７】
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　以下では、本発明による二相ステンレス鋼に添加する合金元素の役割と化学組成範囲を
限定する理由について説明する。
【００３８】
　クロム（Ｃｒ）：２０．０～４０．０％
　クロムは、ステンレス鋼の耐食性の維持に最も重要な基本元素である。二相ステンレス
の場合には、オーステナイトとフェライトの２相組織を得なければならないので、下記式
で定義されるクロム当量（Ｃｒｅｑ）及びニッケル当量（Ｎｉｅｑ）と、これにより決定
されるフェライト相の比率（分率）とを考慮して、２０％以上のクロム量とした。また、
Ｃｒｅｑを増加させるとＮｉｅｑも増加させる必要があるため、経済性を考慮して上限値
を４０％とした。より好ましい範囲は２４％～２６％である。
【００３９】
　Ｃｒｅｑ＝％Ｃｒ＋２％Ｓｉ＋１．５％Ｍｏ＋０．７５％Ｗ＋５％Ｖ＋５．５％Ａｌ＋
１．７５％Ｎｂ＋１．５％Ｔｉ
　Ｎｉｅｑ＝％Ｎｉ＋０．５％Ｍｎ＋３０％Ｃ＋０．３％Ｃｕ＋２５％Ｎ＋％Ｃｏ
　（式中、％Ｃｒ、％Ｓｉ、％Ｍｏ、％Ｗ、％Ｖ、％Ａｌ、％Ｎｂ、％Ｔｉ、％Ｎｉ、％
Ｍｎ、％Ｃ、％Ｃｕ、％Ｎ及び％Ｃｏは、質量％で表した各組成の値である。）
　フェライト相の分率（体積％）＝５５×（Ｃｒｅｑ／Ｎｉｅｑ）－６６．１
　ニッケル（Ｎｉ）：３．０％～１２．０％
　ニッケルは、オーステナイト安定化元素として耐食性に関連して全面腐食抵抗性を増加
させる有用な元素であるので、少なくとも３％以上とした。クロム当量とニッケル当量と
の関係、相の比率、及び経済性を考慮して、上限値を１２％以下とした。より好ましい範
囲は６％～８％である。
【００４０】
　モリブデン（Ｍｏ）：７．０％以下
　モリブデンは、クロムとともに、耐食性の維持に重要な元素であり、フェライト相を安
定化させる作用をするが、添加により金属間化合物形成を促進する。このため、その量を
７．０％以下に制限する。より好ましい範囲は３．０％～５．０％である。
【００４１】
　タングステン（Ｗ）：６．５％以下
　タングステンは、耐食性を向上させ、１／２の量のＭｏと置換することにより金属間化
合物の析出速度を遅延させ、耐食性及び機械的性質を改善する元素である。しかし、タン
グステンは、高価な合金元素であり、また、多量に添加すると金属間化合物の生成を促進
し、溶接部の耐食性を低下させるので、含有量を６．５％以下に制限する。より好ましい
範囲は４．０％以下である。
【００４２】
　ケイ素（Ｓｉ）：３．０％以下
　ケイ素は、フェライト組織を安定化させる元素であり、製造時の脱酸に有効な元素であ
る。また、製造時や溶接時の溶鋼の流動性を増加させて表面の欠陥を低減する元素である
。しかしながら、金属間化合物の析出速度を増加させ、鋼の延性を低下させる元素である
ため、３．０％以下が好ましい。より好ましくは、０．５％以下である。
【００４３】
　マンガン（Ｍｎ）：８．０％以下
　マンガンは、高価なニッケルを代替することのできるオーステナイト安定化元素であり
、窒素の固溶度を増加させ、高温の変形抵抗を増加させる元素である。特に、窒素を積極
的に添加して耐食性を向上させようとする場合には、適正量のマンガン添加は必須である
。溶解精錬時に脱酸効果を有するが、多量に添加すると耐食性が低下し、金属間化合物の
生成を促進する。このため、その上限値を８％以下に制限した。より好ましい範囲は１．
２％以下である。
【００４４】
　窒素（Ｎ）：０．７％以下
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　窒素は、孔食に対する抵抗性を向上させる有用な元素である。その効果は、クロムの約
３０倍に達する耐食性に関連して最も重要な元素の一つである。また、粒界鋭敏化を防止
することを目的に炭素含有量を低くするとき、窒素を添加して強度を補填する。しかし、
０．７％を超えて添加すると、製造時にブローホール発生により割れを生じることがある
。よって、０．７％以下とすることが好ましい。特に、Ｔａを添加する場合には、Ｔａを
含む窒化物を形成し、効果を阻害する。このため、α相とγ相とにバランスよく固溶し、
耐食性を損なわないようにするためには、０．３％以下とすることが更に好ましく、０．
０５％～０．２５％とすることがより一層好ましい。さらに、０．０５～０．１９％の範
囲が特に望ましい。
【００４５】
　炭素（Ｃ）：０．１％以下
　炭素は、炭化物を形成し、且つ溶接時の粒界鋭敏化を誘発する元素である。特に、Ｔａ
を添加する場合には、Ｔａを含む炭化物を形成し、Ｔａ添加の効果を阻害するため、少な
いほど好ましい。しかし、Ｃの低減は製造コストの上昇を招くため、０．１％以下とした
。より好ましい範囲は０．０２％以下である。
【００４６】
　タンタル（Ｔａ）：０．０５％～１．０％
　タンタルは、本発明を特徴づける元素の一つである。前述したように、原子半径が二相
ステンレス鋼を構成する元素の平均原子半径と比較して大きいため、主要な金属間化合物
形成元素の拡散を阻止し、金属間化合物の析出速度を低下させる効果がある。しかしなが
ら、添加量が多すぎると、経済的でないだけでなく、フェライト／オーステナイトの相比
のバランスを崩すため、上限値を１．０％に制限した。一方、０．０５％未満では、その
添加効果は期待できない。また、窒化物相とフェライト相への固溶量のバランスから、よ
り好ましくは０．２～０．５％の範囲である。
【００４７】
　リン（Ｐ）：０．１％以下
　リンについては、鋼中に不可避に混入する不純物であり、耐食性を劣化するのみでなく
粒界に偏析し、脆化相の析出を促進するため、少ないほど望ましい。このため、０．１％
以下が望ましく、０．０２％以下が更に望ましく、０．００５％以下が特に望ましい。し
かしながら、Ｐを過剰に低減する場合は製造コストの上昇を招く。よって、Ｐの添加量は
、この点も考慮して決定する。
【００４８】
　以下、実施例を説明する。
【実施例】
【００４９】
　表１は、実施例１（発明材（作製材Ｃ））並びに比較例１及び２（比較材（作製材Ａ及
びＢ））の二相ステンレス鋼について化学組成（単位：質量％）を示したものである。
【００５０】
　これらの材料に製造時の冷却、及び溶接による再熱を模擬した熱処理を施し、比較した
。
【００５１】
　表１に示す化学組成の二相ステンレス鋼をそれぞれ２０ｋｇ、真空溶解炉で溶製してイ
ンゴットを得た。作製材Ａは、規格材Ｓ３２７５０と同等の成分を有する。作製材Ｂは、
Ｎ、Ｃ及びＳｉの含有量を低減したものである。作製材Ｃは、作製材Ｂと同等の成分の合
金に対してＴａを微量添加したものである。
【００５２】
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【表１】

【００５３】
　上記のインゴットを１２５０℃に加熱し、鍛造し、２０×５０×１５０（ｍｍ）の板材
を得た。鍛造した板材は、適正なフェライト相／オーステナイト相の相比を得るため、１
１００℃×１時間で溶体化熱処理を実施したのち、脆化相の析出を避ける為、水冷で急冷
した。
【００５４】
　図２Ａ、２Ｂ及び２Ｃはそれぞれ、鍛造した作製材Ａ、Ｂ及びＣの外観写真を示したも
のである。
【００５５】
　これらの写真から、鍛造による割れや欠陥を生じることなく製造できていることがわか
る。
【００５６】
　図３Ａ、３Ｂ及び３Ｃはそれぞれ、製造後の作製材Ａ、Ｂ及びＣの金相観察結果を示し
たものである。
【００５７】
　金相観察においては、ＳｉＣ研磨紙で２０００番まで研磨し、１μｍのダイヤモンド砥
粒を用いて仕上げ研磨した後、１０％ＮａＯＨ水溶液を使用して電解エッチングを施した
。これにより、フェライト相３１は褐色に、金属間化合物、炭化物及び窒化物は黒色に着
色される。また、オーステナイト相３２は白色である。
【００５８】
　試験片は、アセトン及び蒸留水を用いて超音波洗浄を施した後、光学顕微鏡で観察した
。以降の金相観察も同様の方法で実施している。これらの図に示す金相観察の結果、いず
れの作製材も明瞭に区別できるフェライト／オーステナイトの二相組織を有していること
が分かる。
【００５９】
　上記の作製材に対して、製造時の冷却及び溶接による再熱条件における脆化相析出を評
価するため、脆化相が析出しやすい温度域である８００℃での熱処理を実施した。
【００６０】
　図４は、８００℃における熱処理時間と残存フェライト量との関係を示すグラフである
。横軸に熱処理時間を、縦軸にフェライト量をとっている。フェライト量は、磁気誘導法
を用いたフェライトスコープで測定した。脆化相析出のうち、金属間化合物析出は析出温
度条件でフェライト相が金属間化合物相とオーステナイト相に分解することで進行するた
め、残存フェライト量を評価することにより金属間化合物の析出傾向を評価できる。
【００６１】
　本図から、比較例１及び２と比べ、実施例１は、フェライト相の減少速度が遅く、フェ
ライト相の分解が抑制されていることが分かる。
【００６２】
　図５Ａ、５Ｂ及び５Ｃはそれぞれ、８００℃、３０分の熱処理を施した後の作製材Ａ、
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Ｂ及びＣの金相観察写真である。
【００６３】
　本図においては、フェライト相５１及びオーステナイト相５２に加え、脆化相５３が増
加していることがわかる。
【００６４】
　比較材である作製材Ａ及びＢと比べて、発明材である作製材Ｃにおいては、脆化相５３
の析出量が少なく、脆化相５３の析出が抑制されていることが分かる。作製材Ｂは、脆化
相５３が特に多くなっている。
【００６５】
　図６は、８００℃×５分の熱処理後におけるシャルピー衝撃値の測定結果を示したもの
である。
【００６６】
　シャルピー衝撃値については、ＪＩＳ　Ｚ２２４２（２００５）に準拠して測定した。
測定手順の概略は、次のとおりである。
【００６７】
　熱処理前後の板材に対して、中心部がノッチ部となるように板の長手方向から１０ｍｍ
×１０ｍｍ×５５ｍｍの２ｍｍＶノッチシャルピー試験片を採取し、衝撃値を測定した。
【００６８】
　本図から、比較材である作製材Ａ及びＢと比べて、発明材である作製材Ｃにおいては、
熱処理後におけるシャルピー衝撃値が高くなっている。このことから、金属間化合物の形
成抑制により靭性が改善していることがわかる。
【００６９】
　図７Ａ～７Ｄは、８００℃×１分の熱処理後の粒界（α／γ境界）におけるＥＤＸ測定
の結果を示したものである。
【００７０】
　図７Ａは、比較材である作製材Ａの電子顕微鏡写真であり、図７Ｂは、図７Ａの分析位
置（線分）における矢印方向の各元素の濃度分布を測定した結果を示したものである。
【００７１】
　また、図７Ｃは、発明材である作製材Ｃの電子顕微鏡写真であり、図７Ｄは、図７Ｃの
分析位置（線分）における矢印方向の各元素の濃度分布を測定した結果を示したものであ
る。
【００７２】
　図７Ａ及び７Ｃにおいては、フェライト相７１及びオーステナイト相７２の微細構造が
明瞭に表されている。粒界は、破線で示している。線分で表した分析位置７３においては
、矢印の方向に（オーステナイト相７２からフェライト相７１に向かって）各元素の濃度
測定を行った。
【００７３】
　図７Ｂ及び７Ｄにおいては、横軸に距離をとり、縦軸に濃度をとっている。
【００７４】
　図７Ｂに示す比較材においては、フェライト相側の粒界の近傍におけるＭｏ及びＣｒの
濃度が高くなっている。
【００７５】
　これに対して、図７Ｄに示す発明材においては、フェライト相側の粒界の近傍において
Ｔａの濃度のピークが生じ、Ｍｏ及びＣｒの濃度は図７Ｂに比べて低くなっている。
【００７６】
　言い換えると、Ｔａは、α／γ粒界に優先的に拡散し、金属間化合物形成元素であるＭ
ｏ及びＣｒの拡散を阻害していることがわかる。
【００７７】
　以上より、Ｔａを添加した場合、Ｔａ自体が結晶粒界に拡散することにより、Ｍｏ、Ｃ
ｒ等の金属間化合物形成元素の拡散を阻害し、金属間化合物の形成を遅延させることがわ
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かった。
【００７８】
　（残留応力及び衝撃値に熱処理が及ぼす影響）
　残留応力緩和を目的とした溶接後熱処理（ＰＷＨＴ）を想定して、発明材及び比較材に
熱処理を実施し、熱処理が残留応力及び衝撃値に及ぼす影響を評価した。
【００７９】
　作製材Ａ、Ｂ及びＣについて、粒度＃４６の砥石を用い、回転速度１４４０ｒｐｍ、切
り込み量０．０１ｍｍで板材表面に平面研削による強加工層を付与することにより、引張
残留応力を付与した。平面研削により表面に残留応力を付与した供試材に対して、ＰＷＨ
Ｔを想定して６５０℃×３０分の熱処理を実施し、残留応力と機械的特性に及ぼす熱処理
条件の影響を評価した。
【００８０】
　図８は、熱処理前後の残留応力を比較した結果を示したものである。残留応力をフェラ
イト相、オーステナイト相それぞれで測定し、体積比を掛けた平均値をマクロ応力として
評価した。
【００８１】
　表面加工によって、９００～１１００ＭＰａ程度の引張付応力が付与されていたが、６
５０℃×３０分の熱処理で何れも約２００ＭＰａ程度の引張応力に低下し、８割程度の応
力緩和効果が得られた。
【００８２】
　図９は、熱処理前後のシャルピー衝撃試験の結果を比較した結果を示したものである。
【００８３】
　本図から、比較材に対して、発明材は、衝撃値が改善し、熱処理後も１００Ｊ／ｃｍ２

程度の衝撃値を残しており、６５０℃×３０分の熱処理で残留応力を８割緩和しつつ、１
００Ｊ／ｃｍ２以上の衝撃値を保っている。
【００８４】
　（孔食発生電位に熱処理が及ぼす影響）
　熱処理（６５０℃×３０分）前後の孔食発生電位測定の結果を以下に示す。
【００８５】
　孔食電位については、ＪＩＳ　Ｇ０５７７（２００５）に準拠して測定した。
【００８６】
　図１０は、発明材と比較材の孔食発生電位を比較して示したものである。
【００８７】
　本図に示すように、各材料の孔食抵抗性順位（熱処理後）は下記のとおりである。
【００８８】
　作製材Ｃ（発明材）＞作製材Ｂ（比較材）＞作製材Ａ（比較材、従来材Ｓ３２７５０相
当）。
【００８９】
　すなわち、発明材は、従来材より高い孔食発生電位を有する。
【００９０】
　以上の結果から、発明材は、脆化を抑制しているにもかかわらず、従来材以上の耐孔食
性を有することが確認された。
【００９１】
　（発明材を用いた製品１）
　図１１は、本発明に係る立軸斜流海水ポンプの断面図である。
【００９２】
　本図において、立軸斜流海水ポンプは、吸込水路から入った海水を整流するベルマウス
１１７、原動機の回転動力を伝達するシャフト１１１、シャフト１１１に固定されたイン
ペラハブ１１５、原動機の回転動力を効率良く海水に与えるインペラベーン１１３、イン
ペラベーン１１３の外周の隙間が常に一定になるよう内側を球面にしたケーシングライナ
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１１４、インペラベーン１１３から海水に与えた速度エネルギーを圧力エネルギーに変換
するケーシング１１２、加圧された海水が内部を通っていくコラムパイプ１１９、インペ
ラキャップ１１６、コーン１１８などからなる。
【００９３】
　ケーシングライナ１１４及びケーシング１１２は、各々、実施例１の鋳鋼で作製し、イ
ンペラハブ１１５及びインペラベーン１１３は、各々、実施例１の鍛造材で作製した。鋳
造及び鍛造後、１１００℃×１ｈの溶体化熱処理をし、その後、水冷し、フェライト量４
０～５０％の２相組成とした。その後、ケーシングライナ１１４とケーシング１１２との
接合部、及びインペラハブ１１５とインペラベーン１１３との接合部をＭＩＧ溶接で接合
し、バンドヒータを巻きつけ、溶接熱影響部を６５０℃まで昇温した後、その温度で３０
ｍｉｎの熱処理を実施し、急冷した。
【００９４】
　Ｘ線残留応力測定により溶接熱影響部の残留応力を測定したところ、引張応力は８０Ｍ
Ｐａまで低下していた。実施例１の鋼材を用いることにより、溶接部の靭性低下も抑制さ
れ、疲労強度も向上した使用寿命の長い海水ポンプを製作することできた。
【００９５】
　（発明材を用いた製品２）
　図１２は、本発明に係る流量調節弁の断面図である。
【００９６】
　本図において、流量調節弁は、弁全体を支えるケーシング１２１、流量を調節する弁体
１２２、弁体１２２が収まる弁座１２３、ハンドル１２５、ハンドル１２５の回転により
弁体１２２の位置を調節するシャフト１２４などで構成されている。
【００９７】
　ケーシング１２１を実施例１の鋳鋼によって構成した。実施例１の鋼材を用いることに
より、耐食性が高く、大型の流量調節弁を製作することできた。
【００９８】
　本流量調節弁は、海水、石油及び化学プラント環境で使用できる。
【符号の説明】
【００９９】
　１：フェライト相、２：オーステナイト相、３：粒界、４：空孔、５：金属間化合物形
成元素、６：金属間化合物、７：炭・窒化物、１１：タンタル原子、１２：粒界領域、３
１、５１、７１：フェライト相、３２、５２、７２：オーステナイト相、５３：脆化相、
７３：分析位置、１１１：シャフト、１１２：ケーシング、１１３：インペラベーン、１
１４：ケーシングライナ、１１５：インペラハブ、１１６：インペラキャップ、１１７：
ベルマウス、１１８：コーン、１１９：コラムパイプ、１２１：ケーシング、１２２：弁
体、１２３：弁座、１２４：シャフト、１２５：ハンドル。
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【図７Ａ】
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